
 

 

 

令和３年５月 14日 

各 位 

会 社 名 株式会社ＦＦＲＩセキュリティ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 鵜 飼 裕 司 

（コード番号：3692 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 常務取締役最高財務責任者  田 中 重 樹 

（ TEL. 03-6277-1518 ） 

 

株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、令和３年５月14日開催の取締役会において、株式会社シャインテック（本社：神奈川県川

崎市、代表取締役社長 宮﨑 清隆 以下、シャインテック）の株式を取得し、子会社化することを

決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

１．株式の取得の理由 

 当社は創業以来、国内でサイバー・セキュリティの研究・開発を行ってまいりました。また、令和２

年度３月期からは、国際社会におけるサイバー領域をめぐる争いの活発化を背景にした、サイバー領域

における安全保障問題の拡大を受けてナショナルセキュリティへの注力を強めています。さらに、純国

産のセキュリティベンダーとして社会全体のサイバーセキュリティレベルの向上に貢献するため、これ

まで培った技術やノウハウを活用したセキュリティ・サービスの充実を進めております。 

 一方、シャインテックは、ソフトウェアの第三者評価業務を中心に、プロジェクトマネジメント支援

業務やソフトウェア開発業務を行っております。今後は、当社の持つサイバー・セキュリティ技術をシ

ャインテックに提供し、サイバー・セキュリティ関連サービスを含む、幅広いサービスを提供すること

でシナジーを発揮してまいります。 

 

２．異動する子会社（株式会社シャインテック）の概要 

（１） 名  称 株式会社シャインテック 

（２） 所  在  地 神奈川県川崎市多摩区菅二丁目３番７号２０１号室 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 宮﨑 清隆 

（４） 事 業 内 容 第三者評価、ＰＭ支援、システム設計 

（５） 資 本 金 12,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 15年８月 

（７） 大株主及び持ち株比率 宮﨑 清隆（41.7％）  荻原 博樹（41.7％） 

山本 聖二（ 8.3％）  羽田 真啓（ 8.3％） 

（８） 上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 30年６月期 令和元年６月期 令和２年６月期 

純 資 産 37,123千円 45,223千円 47,767千円 

総 資 産 92,918千円 100,778千円 106,738千円 

売 上 高 299,078千円 360,884千円 400,936千円 



 

 

営 業 利 益 5,197千円 6,756千円 2,429千円 

経 常 利 益 5,500千円 10,582千円 2,431千円 

当 期 純 利 益 4,181千円 8,100千円 2,544千円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 宮﨑 清隆 含む個人株主４名 

（２） 上場会社と当該個人の関係 該当事項はありません。 

 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 0 株 （議決権所有割合 0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 240株（議決権の数 240個） 

（３） 取 得 価 額 株式会社シャインテックの普通株式 約190百万円 

アドバイザリー費用等       約 24百万円 

合計（概算額）          約214百万円 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 240 株 (議決権所有割合 100.0％) 

 

 

 

５．日程 

( １ )  取 締 役 会 決 議 日  令和３年５月 14日 

( ２ )  株 式 譲 渡 契 約 締 結 日  令和３年５月 14日 

( ３ )  株 式 譲 渡 実 行 日  令和３年５月 25日 

 

 

６．今後の見通し 

 本株式取得が予定通り実行された場合、株式会社シャインテックは令和４年３月期第１四半期より当

社の連結子会社となる予定です。本件による当社の令和４年３月期の連結業績への影響は現在精査中で

あり、本日開示の「令和3年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）」の令和４年３月期の業績予想には

本件による影響は含まれておりません。今後、開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせ

いたします。  

 

以上 


